
  (単位:千円)

　科　　　目 金     額 　科　　　目 金     額

（資　産　の　部） （負　債　の　部）

流　動　資　産 1,464,753 流　動　負　債 1,161,516

現金及び預金 453,873 買　掛　金 1,014,841

受取手形 8,580 未　払　金 72,167

電子記録債権 12,126 未払法人税等 1,622

売　掛　金 981,857 未払費用 51,985

商品及び製品 4,136 未 払 消 費 税 等 7,766

未収入金 188 前　受　金 737

仮　払　金 1,210 その他流動負債 12,396

未収還付法人税等 2,878

貸倒引当金 -98

固　定　負　債 154,862

固　定　資　産 110,618 退職給付引当金 146,402

  有形固定資産 1,977 役員退職慰労引当金 8,460

工具器具及び備品 1,977

繰延税金資産 0

  無形固定資産 11,497 負　債　合　計 1,316,379

電話加入権 3,921   （純　資　産　の　部）

ソフトウェア 7,575 株　主　資　本 257,488

資　本　金 70,000

  投資その他の資産 97,143 利 益 剰 余 金 187,488

投資有価証券 11,678 　利益準備金 700

敷金保証金 10,010 その他利益剰余金 186,788

その他投資等 10 　繰越利益剰余金 186,788

繰延税金資産 75,444

貸倒引当金 -                        評価・換算差額等 1,502

有価証券評価差額金 1,502

   純　資　産　合　計 258,991

   資 産 合 計 1,575,371    負債及び純資産合計 1,575,371

(注）記載金額は、千円未満を切り捨てて表示しております。

貸     借     対     照    表

(平成31年 3月31日現在)
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       (単位:千円)

科     目              金          額

売   上   高 5,486,184

売 上 原 価 4,823,595

売上総利益 662,588

販売費及び一般管理費 632,377

営 業 利 益 30,210

営 業 外 収 益 

   受取利息及び配当金 240 240

営 業 外 費 用

   支 払 利 息 108 108

経 常 利 益 30,343

特 別 損 失 30,000 30,000

税引前当期純利益 343

法人税、住民税及び事業税 7,951

法人税等調整額 △4,403 3,547

当期純損失 △3,204

注記 （注）記載金額は、千円未満を切り捨てて表示しております。
1.支配株主に対する取引 売上高 千円

損 益 計 算 書

       (自平成30年 4月 1日   至平成31年 3月31日)
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3 （単位：千円）

その他利益
剰余金

繰越利益
剰 余 金

70,000 700 189,993 190,693 260,693 2,735 263,428

事業年度中の変動額

当期純損失 －     －     △ 3,204 △ 3,204 △ 3,204 －     △ 3,204

株主資本以外の項目の
事業年度中の変動額（純額）

－     －     －      －      －      △ 1,232 △ 1,232

－     －     △ 3,204 △ 3,204 △ 3,204 △ 1,232 △ 4,437

70,000 700 186,788 187,488 257,488 1,502 258,991

（注）記載金額は、千円未満を切り捨てて表示しております。

株主資本等変動計算書

 (自平成３０年４月 １日 至平成３１年 ３月３１日)

株主資本

株主資本
合    計

評価・換
算差額等

平成31年3月31日残高

純資産
合  計資本金 利益

準備金

利益剰余金

平成30年4月1日残高

その他
有価証券
評価差額

金

利  益
剰余金
合  計

事業年度中の変動額合計
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個　別　注　記　表

（重要な会計方針に係る事項に関する注記）

１. 会社計算規則（平成18年2月7日法務省令第13号、最終改正 平成30年 3月26日法務省令第5号）に基づいて、

　　計算書類を作成しております。

２. 資産の評価基準及び評価方法

　 (1)有価証券

   　その他有価証券

　     時価のあるもの...............…決算日の市場価格等に基づく時価法

　(評価差額は全部純資産直入法、売却原価は移動平均法による原価法により算定)

　 (2)通常の販売目的で保有する たな卸資産

     　商品及び製品.......................…移動平均法による原価法

  (貸借対照表価額は収益性の低下に基づく簿価切下げの方法により算定）

３. 固定資産の減価償却の方法

　 (1)有形固定資産

................ 定額法

　　減価償却費の計算には見積耐用年数を使用しております。

　　(主な耐用年数）

　    建物及び附属設備...... 3年

　    工具器具及び備品................ 5～20年

　 (2)無形固定資産

................ 自社利用のソフトウェア

　　社内における利用可能期間（５年以内）に基づく定額法

４. 引当金の計上基準

　 (1)貸倒引当金...................当期末現在に有する売掛金、貸付金、その他これらに準ずる債権の貸倒れによる損失に備える

ため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定の債権については個別に

回収可能性を勘案し、回収不能見込額を計上しております。

　 (2)退職給付引当金.............従業員の退職給付に備えるため、退職給付に係る期末自己都合要支給額を退職給付債務とす

る方法に基づき必要額を計上しております。

　 (3)役員退職慰労引当金.......役員の退職慰労金の支出に備えるため､内規に基づく期末要支給額を計上しております。

５. その他計算書類作成のための基本となる重要な事項

　 (1)消費税等の会計処理..........税抜方式を採用しております。

　 (2)連結納税の適用.............連結納税制度を適用しております。

（株主資本等変動計算書に係る注記）

当事業年度末における発行済株式の総数

普通株式　　　　　　　　1,400株
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